
障がいのある人もない人も共に学び共に生きる岩手県づくり条例

推進協議会設置要綱

（設置）

第１　関係機関等の協力体制の整備及び充実を図ることにより、障がい者に係る虐待防止及び不利益の解消（以下「障がい者虐待防止等」という。）の取組を進めるため、障がいのある人もない人も共に学び共に生きる岩手県づくり条例推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２　協議会の所掌事務は、次のとおりとする。

(1)　障害者差別解消支援地域協議会に関すること。

(2)　岩手県障がい者虐待防止等に関すること。

(3)　関係機関等の協力体制の整備及び充実強化に関すること。

(4)　その他、協議会において検討が必要とされた事項

（構成）

第３　協議会は、学識経験者、地域福祉関係団体、相談支援事業者、障がい者施設、権利擁護団体、教育団体、商工業団体、国の関係行政機関、市町村及び障がい者団体等のうちから岩手県保健福祉部長が選任する委員をもって構成する。

２　委員の任期は、選任の日から２年とする。ただし、再任を妨げない。また、補欠の委員の任期は､前任者の残任期間とする。　

（委員長及び副委員長）

第４　協議会に委員長を置き、委員の互選とし、副委員長は委員のうちから委員長が指名する。

２　委員長は、会務を総理し、会議の議長とする。

３　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第５　会議は、委員長が招集する。

（作業部会）

第６　障がい者虐待防止等に係る特定の課題について、協議及び検討をするため、委

員会の下に作業部会を置くことができる。

２　作業部会は、岩手県保健福祉部長が選任する委員をもって構成する。

３　作業部会には部会長を置き、委員の互選とし、副部会長は委員のうちから部会長
が指名する。

４　部会長は、会務を総理し、作業部会の会議の議長とする。

５　副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、その職務を代理する。

６　作業部会の会議は、部会長が招集する。

（委員以外の出席）

第７　委員長又は部会長は、必要あると認めたときは、委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴取することができる。

（庶務）

第８　協議会及び作業部会の庶務は、岩手県保健福祉部障がい保健福祉課において処理する。

（補則）

第９　この要綱に定めるもののほか、協議会及び作業部会の運営に必要な事項は、委員長又は部会長が別に定めるものとする。

附　則

１　この要綱は、平成22年９月29日から施行する。

２　第５及び第６の６の規定に関わらず、最初の協議会及び作業部会の会議は、岩手県保健福祉部長が招集する。

附　則（平成26年３月17日改正）
　　この要綱は、平成26年３月17日から施行する。

附　則（平成28年12月２日改正）

　　この要綱は、平成28年12月２日から施行する。
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